
事業主のみなさまへ 

                         西宮市 開発指導課 

 

「開発事業等におけるまちづくりに関する条例施行規則」改正のお知らせ 

（令和 6 年 7 月 1 日施行予定） 

 

開発事業等におけるまちづくりに関する条例施行規則は、令和 6 年 7 月 1 日より、一部改正を

予定しております。つきましては主な変更点について、お知らせいたします。 

尚、改正後の開発事業等におけるまちづくりに関する条例施行規則は、この規則の施行日以

後に事業概要の届出をする開発事業、または事業計画の届出をする簡略協議事業・小規模開発

事業に適用します。 

 また、改正後の開発事業等におけるまちづくりに関する条例施行規則は、条文確定後に西宮市

ＨＰにて公開いたします。 

 

≪主な改正内容≫ 

■排水施設（別表第 2） 

  開発協議時に協議、確認する事項の見直し・効率化のため、排水施設において他法令により

定義されている記述等を削除する等行い、下水道と水路に関する記載を整理しました。 

●改正後（別表内全部改正） 

別表第２（第６条関係） 排水施設 

１ 排水計画 

（１） 排水計画は、西宮市の定める「西宮市公共下水道事業計画」に整合することを原則とし、

当該開発区域を含む流域における降雨による浸水の発生を減少させるための雨水流出抑制

を含め、当該開発区域内を含む集水区域全体を考慮した雨水及び汚水を適切に排除するも

のとすること。 

（２） 排水計画については、河川、水路又は公共下水道等関係する施設の管理者、開発事業に

より設置される施設を管理することとなる者及び利害関係者と協議すること。 

（３） 流出抑制施設計画の基準は、西宮市上下水道事業管理者が定める「西宮市雨水流出抑

制技術基準」によること。 

（４） 開発区域内にある既存の排水施設で、市が必要と認めたものについては、市が適切な維

持管理を行うことができるよう整備すること。 

（５） 開発事業に伴い、開発区域外の関連排水施設を新設し、又は改良する必要がある場合

は、これを整備すること。 

（６） 特定施設（水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第２条第２項に規定する特定施設

及びダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号）第２条第２項に規定する特

定施設をいう。）等から排出する工程水は、トイレ排水等の生活排水と分離した別系統で計画



すること。 

 

２ 放流先 

（１） し尿浄化槽の放流先については、河川、水路等の管理者及び利害関係者と協議すること。 

（２） し尿浄化槽から上水取水口の上流に放流する場合は、西宮市上下水道事業管理者と協議

すること。 

 

３ 水路 

（１） 水路は、開渠を基本とし、道路に面して設けること。 

（２） 開発区域内又は開発区域に面している水路（以下「開発水路」という。）のうち、道路に面し

ていない箇所には、幅員１ｍ以上の管理用地を整備すること。 

（３） 開発水路（流水機能がない水路敷を含む。）については、適切な維持管理のために必要な

整備を行うこと。 

（４） 水路への雨水排水の接続又は廃止をする箇所については、適切な維持管理のために必

要な整備を行うこと。 

（５） 開発水路のうち、民有地内に含まれている箇所は、既存の断面及び能力を確保した上で

市の管理する水路敷内に整備する等、市が維持管理するために必要な措置を講じること。 

（６） 通路橋の架設や雨水排水の接続など水路施設を使用する場合又は水路施設を改築する

場合は、水利関係者と協議し、その結果を報告すること。 

 問い合わせ先：下水道に関すること 下水管理課 排水設備チーム 0798-32-2267 

水路に関すること      水路治水課 調整チーム 0798-35-3656 

 

■敷地内の緑化（別表第 4） 

これまでの敷地内の緑化に関する基準を、兵庫県環境の保全と創造に関する条例基準と概ね

整合を図るよう整理しました。 

●改正後（別表内全部改正） 

別表第４（第６条関係） 敷地内の緑化 

１ 建築物の建築を行う開発事業の区域内において、当該建築物の敷地面積に対する緑地の面

積（環境の保全と創造に関する条例施行規則（平成８年兵庫県規則第１号。以下「県規則」と

いう。）別表第１５ １の表備考第１項に規定する緑地の面積をいう。以下同じ。）の割合は、

市街化区域内の住宅の敷地にあっては空地面積（敷地面積から当該敷地面積に建ぺい率

（建築基準法第５３条の規定により定められる建ぺい率をいう。以下同じ。）を乗じて得た面積

を控除した面積をいう。以下この項において同じ。）の３０％以上とし、市街化区域内の建築

物（住宅を除く。）の敷地にあっては空地面積の５０％以上とし、市街化調整区域内にあって

は当該建築物の敷地面積の３０％以上とすること。ただし、工場立地法（昭和３４年法律第２

４号）第４条第１項第３号イに規定する工業団地に工場等を設置する場合においては、工場



立地に関する準則（平成１０年大蔵省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省告示第１

号）第５条の規定の例による。 

 

２ 建築物の敷地に設ける緑地には、緑地の面積２０㎡当たり高木を１本以上及び低木（高木以

外の樹木のうち高さ０．３メートル以上のものをいう。以下この項において同じ。）を２０本以上

植栽することとし、高木及び低木は、それぞれ必要本数の２分の１に相当する数を限度とし

て、高木を低木に、又は低木を高木に置き換えることができる。この場合において、高木１に

対し、低木２０の割合とする。 

 

３ 駐車区画の面積の５０％以上を芝生等の地被植物で被うことにより緑化することができる工

法により整備する駐車区画（建築物の敷地に設けるものに限る。）については、地被植物で

被われていない部分を含めて駐車区画全体の面積を緑地の面積とみなす。ただし、緑地の

面積とみなすことができる面積の上限は、第１項に定める基準により必要な緑地の面積の３

０％とし、車路は対象外とする。 

 

４ 建築物の敷地における緑地の面積について、建築物の敷地の緑化基準を満たすことが困難

な特段の理由がある場合は、第１項に定める基準により必要な緑地の面積の５０％に相当す

る面積（前項の規定により緑地の面積とみなすことができる駐車区画の面積がある場合は、

当該５０％に相当する面積から当該駐車区画の面積を控除した面積）を超えない範囲で、次

に掲げる面積を緑地の面積とみなすことができる。 

 （１） 植栽面積（建築物の屋上、壁面、ベランダ等のうち、樹木、竹又は芝その他の地被植物

の生育に供される植栽基盤（可動式のものにあっては、容量１００リットル以上のものに限る。

以下同じ。）である部分の面積をいう。） 

 （２） 緑被面積（建築物の屋上、壁面、ベランダ等のうち、樹木、竹又は芝その他の地被植物で

表面が被われている部分（植栽基盤である部分を除く。）の面積をいう。） 

 （３） 建築物に設置した太陽電池の設置面積に５０％を乗じて得た面積 

 

５ 次の表の左欄に掲げる建築物の敷地における緑地の面積について、前項に定める方法によ

ってもなお建築物の敷地の緑化基準を満たすことが困難な特段の理由がある場合は、第１

項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、当該各号に定める面積

（同表（１）の項に掲げる建築物にあっては、これに同表の右欄に掲げる建築物の敷地の部

分の面積の５％の面積を加えた面積）以上の緑地の面積を当該建築物の敷地内に確保すれ

ば足りるものとする。この場合において、前２項の規定により設けられる緑地があるときは、

当該緑地を設けることにより、当該確保すべき緑地の面積から前２項の規定により設けられ

る緑地の面積を控除するものとする。 

（１） 市街化区域内の建築物 空地面積（敷地面積から次の表の左欄に掲げる建築物の区分に



 問い合わせ先：花と緑の課 生物多様性推進チーム 0798-35-3678 

 

■駐車場（別表第 7） 

 駐車施設附置条例基準の改正や、各種統計及び調査結果等より近年の状況を鑑み、本市にお

ける駐車場設置基準の見直しを行います。 

●改正後 

別表第７（第６条関係） 駐車場 

１ 建築物の建築を行う開発事業における自動車車庫及び自動車駐車場（以下「駐車場等」とい

う。）の設置基準は、次のとおりとする。 

（１） その全部又は一部を住宅の用に供する建築物にあっては、次に掲げる住宅の区分に応

じ、それぞれ算定した台数を合計した台数（当該建築物が西宮市駐車施設附置条例（平成５年

西宮市条例第８号）の規定の適用を受ける場合にあっては、同条例の規定により附置すべきこと

とされる台数）以上の自動車（道路交通法第３条に規定する普通自動車をいう。以下同じ。）を収

容できる駐車場等を設けること。 

  ア 単身者住宅 住宅戸数に１００分の１５を乗じて得た数に相当する台数 

  イ 単身者住宅以外の住宅 住宅戸数に次の表の左欄に掲げる建築物が存する地区又は用

途地域の区分及び同表の中欄に掲げる住宅戸数の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める

応じそれぞれ同表の右欄に掲げる建築物の敷地の部分の面積を控除した面積（以下この項

において「控除後敷地面積」という。）から、当該控除後敷地面積に建ぺい率を乗じて得た面

積を控除した面積をいう。）の５０％の面積 

（２） 市街化調整区域内の建築物 当該建築物の控除後敷地面積の３０％の面積 

建築物の区分 建築物の敷地の部分 

（１） 学校、社会福祉施設及び社

会教育施設 

屋外の運動場、園庭その他の運動施設 

（２） 道路交通法第３条に規定す

る大型自動車により輸送を行う貨

物の積卸し、荷さばき又は保管を

行う施設 

貨物の積卸し、荷さばき又は保管を行う

施設のうち、屋外の部分、当該部分まで

の屋外通路及び大型自動車の屋外駐車

場 

 

６ 前各項の規定は、次に掲げる建築物の建築を行う場合には、適用しない。 

（１） 駅舎その他これに類する建築物 

（２） 高架下に設けられる建築物 

（３） 都市計画法第４条第１４項に規定する公共施設の敷地内に建築される建築物であって、市

長が別に定めるもの 

（４） ガソリンスタンドその他これに類する建築物 



設置率を乗じて得た数に相当する台数 

建築物が存する地区又は用途地域 住宅戸数 設置率 

駐車場整備地区（駐車場法（昭和３２

年法律第１０６号）第３条第１項に

規定する駐車場整備地区をいう。

以下同じ。） 

近隣商業地域 

商業地域 

 １００分の３５ 

上記以外の地区又は用途地域 

５０戸以下 １００分の５０ 

５０戸を超え１５０戸以下 １００分の６５ 

１５０戸を超える戸数 １００分の８０ 

 

（注）１ 建築敷地が２以上の地区又は用途地域に属する場合は、住宅戸数に、その属するこの

表の左欄に掲げる建築物が存する地区又は用途地域の区分及び同表の中欄に掲げる住宅

戸数の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める設置率を乗じて得た数に、当該建築敷地

面積における当該地区又は用途地域に属する部分の床面積の割合をそれぞれ乗じて得た

数の合計数とする。 

２ 算出した設置台数に１未満の端数があるときは、これを切り上げる。 

（２） 換算戸数が５０戸を超えるごとに、前号の規定により算出される設置すべき駐車場台数の

うち１台を来客者用駐車場とすること。 

（３） その全部を住宅の用に供する建築物以外の建築物（建築物の敷地の過半が駐車場整備

地区又は近隣商業地域若しくは商業地域に属する建築物を除く。）にあっては、次の表建築

物の用途の欄に掲げる用途に供する部分の床面積を、同欄に掲げる区分に応じ、それぞれ

同表床面積の欄に定める値で除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切

り上げた数）に相当する台数以上の自動車を収容できる駐車場等を設けること。建築物のそ

れぞれの用途に供する部分の床面積の算定に当たっては、当該建築物の機械室その他の

共用部分の床面積を当該建築物のそれぞれの用途に供する部分（機械室その他の共用部

分を除く。以下この号において同じ。）の床面積の割合であん分し、当該建築物のそれぞれ

の用途に供する部分の床面積に加算するものとする。 

建築物の用途 床面積 

店舗・百貨店 ２５０㎡ 

その他特定用途 ３００㎡ 

非特定用途（住宅を除く） ８００㎡ 

（注）１ この表において特定用途とは駐車場法第２０条第１項に規定する特定用途をいい、非特

定用途とは特定用途以外の用途をいう。 



２ 建築物の用途の床面積は、駐車施設（駐車場法第２０条第１項に規定する駐車施設をい

う。）及び自転車の駐車のための施設の用途に供する面積を除き、観覧場にあっては、屋外

観覧席の部分の面積を含む。 

（４） 前号に規定する建築物にあっては、第１号及び前号の規定を適用して算定した台数を合計

した台数以上の自動車を収容できる駐車場等を設けること。 

（５） 前各号の規定により設置すべき駐車場等のほか、宅配等のサービスを住民に提供する事

業者の業務用車両が１台以上駐車でき、かつ、有効に作業等のできる駐車場等を設けるこ

と。 

（６） 駐車場等の自動車１台当たりのスペースは、長辺が５．０ｍ以上、短辺が２．３ｍ以上とす

ること。ただし、機械式駐車場を使用する場合は、この限りでない。 

（７） 駐車場等は、自動車が他の自動車等に妨げられることなく、入出庫することができる位置

に設けること。 

 

２ 駐車場等は、当該建築物又は当該建築物の敷地（建築物の敷地が複数ある開発事業であっ

て、これらの敷地を一体として利用する場合は当該開発区域）内に設置しなければならない。

ただし、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める台数に限り、当該

敷地から３００ｍ以内の場所に駐車場等を設置し、又は借り上げることができる（前項第６号

の規定により設けることとされる駐車場等を除く。）。 

建築物がする地区又は用途地域 敷地外に設置できる台数 

駐車場整備地区 

商業地域 

近隣商業地域 

駐車場等の台数の全部 

上記以外の地区又は用途地域 
駐車場等の台数の２分の１ 

（１未満の端数切捨て） 

 

３ 前３項の規定は、次に掲げる建築物及びその用途に供する部分には適用しない。 

（１）～（６） 略 

（７）規則第２３条第８号に掲げる農業用倉庫 

 問い合わせ先：開発指導課 開発事業指導チーム 0798-35-3691 

 

■小規模開発事業（別表第１２） 

 別表第７の改正に合わせ、以下の通り改正します。 

●改正後 

１ 小規模集合住宅等を建築する場合は、次に定めるところにより駐車場等を設置すること。 

（１）次に定める台数（算出した台数に１未満の端数があるときは、これを切り上げる。）以上の自

動車を収容できる駐車場等を設置すること。 



ア その全部又は一部を住宅の用に供する建築物にあっては、住宅戸数の１００分の３５に相当

する台数。ただし、単身者住宅については、当該住宅戸数の１００分の１５ に相当する台数と

することができる。 

イ その全部を住宅の用に供する建築物以外の建築物（当該小規模集合住宅等の建築敷地の

過半が駐車場整備地区又は近隣商業地域若しくは商業地域に属する建築物を除く。）にあっ

ては、別表第７第１項第３号の規定による。 

ウ 住宅及び住宅以外のいずれもの用に供する建築物は、それぞれの用に供する部分について

ア及びイの規定を適用して算定した台数を合計した台数 

（２）駐車場は、当該建築物又は当該建築物の敷地内に設置しなければならない。ただし、次の

表に定める基準に相当する台数に限り、当該敷地から３００ｍ以内の場所に駐車場等を設置

し、又は借り上げることができる。 

用途地域及び敷地面積 敷地外に設置できる台数 

駐車場整備地区 

近隣商業地域 

商業地域 

駐車場等の台数の全部 

上記以外の地

区又は用途地

域 

 

 

敷地面積 

３００㎡以上 

駐車場等の台数の２分の１ 

（１未満の端数切捨て） 

敷地面積 

３００㎡未満 
駐車場等の台数の全部 

 

 

 問い合わせ先：開発指導課 小規模開発指導チーム 0798-35-3620 

 

 

以上 


